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ま え が き

我 が 国 に 在 留 す る 外 国 人 の 数 は ， 平 成 ２ １ 年 末 に は 約 ２ １ ９ 万 人 と ，

過 去 最 高 を 記 録 し た 前 年 の 約 ２ ２ ２ 万 人 か ら 約 ３ 万 人 減 少 し ま し た 。 し

か し ，「 出 入 国 管 理 及 び 難 民 認 定 法 」が 改 正 施 行 さ れ た 平 成 ２ 年 末 の 約 １

０ ８ 万 人 と 比 べ る と ， 約 ２ 倍 の 数 と な っ て い ま す 。

こ の 間 ， 日 本 語 学 習 者 層 の 拡 大 と 多 様 化 が 進 み ， こ の よ う な 状 況 に 適

切 に 対 応 し た 日 本 語 教 育 の 展 開 が 求 め ら れ る と と も に ， 日 本 語 教 員 に 求

め ら れ る 役 割 や 活 動 の 場 も 広 が っ て い ま す 。

文 化 庁 で は ， 外 国 人 に 対 す る 日 本 語 教 育 推 進 の 基 礎 資 料 と す る た め ，

昭 和 ４ ２ 年 以 来 国 内 の 日 本 語 教 育 の 実 態 調 査 を 行 っ て お り ， こ の 度 ， 平

成 ２ ２ 年 １ １ 月 １ 日 現 在 の 調 査 結 果 の 概 要 を と り ま と め ま し た 。

な お ， こ の 実 態 調 査 は ， 文 化 庁 文 化 部 国 語 課 で 知 り 得 た 日 本 語 教 育 実

施 機 関 ・ 施 設 等 に 調 査 票 を 送 付 し ， そ の う ち 回 答 の あ っ た 機 関 ・ 施 設 等

の 数 値 を 集 計 す る 方 法 で 実 施 し ま し た 。

本 概 要 が 日 本 語 教 育 の 現 状 把 握 や 基 礎 資 料 と し て 役 立 て ば 幸 い で す 。

平 成 ２ ３ 年 ３ 月

文 化 庁 文 化 部 国 語 課
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凡 例

１ 本 概 要 に つ い て

本概要は，平成２２年１１月１日現在で実施した平成２２年度日本語教育実

態調査の結果に基づき，国内の日本語教育の現状を把握するために作成したも

のである。

また，本概要は「外国人に対する日本語教育の現状について」と「日本語教

師養成・研修の現状について」，「日本語教育コーディネーターの現状について」

の３部構成となっている。

２ 機 関 ・ 施 設 の 区 分 に つ い て

国内における日本語教育は，大学院，大学，短期大学及び高等専門学校，並

びに一般の日本語教育実施施設・団体等様々な機関・施設等で行われており，

また，その教育目的も多様である。

本概要では，それぞれの機関・施設等をまず，「大学等機関」と「一般の施

設・団体」とに大別し，「一般の施設・団体」については，下記の区分により，

Ａ・Ｂの２グループに分類し，集計を行った。

なお，初等中等教育機関については対象外としている。【参考：「日本語指導

が必要な外国人児童生徒の受入れ状況等に関する調査」（文部科学省）】

（ １ )大 学 等 機 関

① 大 学 （ 国 立 ／ 公 立 ／ 私 立 ）

② 短 期 大 学 （ 国 立 ／ 公 立 ／ 私 立 ）

③ 高 等 専 門 学 校 （ 国 立 ／ 公 立 ／ 私 立 ）

（ ２ ） 一 般 の 施 設 ・ 団 体

【 グ ル ー プ Ａ 】

① 地方公共団体（都道府県／政令指定都市／中核市／外国人集住都市）

② 教育委員会（都道府県／政令指定都市／中核市／外国人集住都市）

③ 国際交流協会（都道府県／政令指定都市／中核市／外国人集住都市）

④ （財）日本語教育振興協会認定施設

【 グ ル ー プ Ｂ 】

⑤ そ の 他 （グループＡを除いた次の施設・団体）

地方公共団体，教育委員会，国際交流協会，

特定非営利活動法人，学校法人・準学校法人，

株式会社・有限会社，社団法人・財団法人

（一般・公益・特例を問わず社団法人・財団法人とする。），

上記以外の法人，任意団体

ま た ， 出 身 国 ・ 地 域 別 の 学 習 者 数 等 に つ い て も 集 計 を 行 っ た 。

３ 「 機 関 ・ 施 設 等 数 」 の 定 義 に つ い て

本調査の「機関・施設等数」は，日本語教育又は日本語教師養成・研修を実

施している団体数を計上している。ただし，平成１４年度調査までの「外国人

に対する日本語教育の現状について」の「一般の施設・団体」の「機関・施設

等数」については，団体数ではなく，開設された日本語教室の数（１団体が複

数の教室を開設する場合もある。）を計上していたので留意願いたい。
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ま た ， 平 成 ２ ０ 年 度 調 査 ま で は 「 大 学 等 機 関 」 の 「 機 関 区 分 」 を

「 大 学 院 」「 大 学 」「 短 期 大 学 」「 高 等 専 門 学 校 」の 四 つ と し て い た が ，

平成２１年度調査からは「大学院」を「大学」の一部局とし，「大学」「短期大

学」「高等専門学校」の三つとしたので留意願いたい。

４ 「日本語教育コーディネーター」の定義について

本調査の「日本語教育コーディネーター」は，地域の日本語教育団体・施設

において，「日本語教育コーディネーター」等の名称を持ち，「地域における日

本語教育の実態把握」「地域における日本語教育の企画・運営」「日本語教師や

関係機関との連絡・調整」「日本語教師の養成・研修」等の業務を担当してい

る人数を計上している。

５ 本調査の対象範囲について

本調査は，外国人に対する日本語教育等を実施していると思われる機関・施

設等に調査を依頼し，回答のあったものを集計したものである。したがって，

回答を得られなかった機関・施設等については集計していない。

なお，平成２１年度の「外国人に対する日本語教育の現状について」の「大

学等機関」の学習者数については，複数の課程（コース），科目等を受講して

いる学習者が重複して集計されている可能性がある。

調査票回収率

・ 大学等機関・・・・・・・・・・・・・・・・９４％（送付数： 1,221）

・ 一般の施設・団体（Ａグループ）

地方公共団体，教育委員会，国際交流協会，

(財 )日本語教育振興協会認定施設・・・・・・８４％（送付数： 807）

・ 一般の施設・団体（Ｂグループ）については，１，２０１施設・団体から

の回答を基に集計している。
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Ⅰ 外国人に対する日本語教育の現状について
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機関・施設等数

大 学

短 期 大 学

小 計

一般の施設・団体

合 計

高 等 専 門 学 校
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前回調査（平成２１年度）との比較では，機関・施設等数，日本語教師数は増加している
ものの，学習者数は減少している。（なお，平成２１年度調査の学習者数については８頁４
（１）参照）

平成１２年度からの１０年間の推移を見ると，教師数は，２０，６９１人から３３，４１
６人（１．６倍）に，学習者数は９５，０４９人から１６７，５９４人（１．８倍）に，そ
れぞれ増加している。

学習者数については，平成２０年度と同程度の水準となっている。

Ⅰ 外国人に対する日本語教育の現状について

1 概観

平成２２年１１月１日現在，国内における日本語教育の実施機関・施設等数は１，８３６
機関・施設，日本語教師数は３３，４１６人，日本語学習者数は１６７，５９４人となって
いる。

平成１２年 平成１８年 平成１９年 平成２０年 平成２１年 平成２２年

1,497 1,788 1,801 1,779 1,655 1,836

20,691 29,379 31,234 30,959 29,190 33,416

95,049 152,694 163,670 166,631 170,858 167,594

日本語教育実施機関・施設等数

日本語教師数

日本語学習者数
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2 機 関 ・ 施 設 等 数 に つ い て
（ １ ） 全 体 の 動 向

１ ， ８ ３ ６ 機 関 ・ 施 設 で ， 平 成 ２ １ 年 度 か ら 増 加 し て い る 。

（ ２ ） 機 関 ・ 施 設 等 別 の 状 況
一 般 の 施 設 ・ 団 体 が １ ，２ ８ １（ ６ ９ ．７ ％ ）と 最 も 多 く ，以 下 大 学 が

４ ３ ５（ ２ ３ ．７ ％ ），短 期 大 学 が ７ １（ ３ ．９ ％ ） ，高 等 専 門 学 校 が ４
９ （ ２ ． ７ ％ ） の 順 と な っ て い る 。

そ の う ち ，一 般 の 施 設 ・ 団 体 数 に つ い て そ の 内 訳 を 見 る と ，（ 財 ）日 本
語 教 育 振 興 協 会 認 定 施 設 が ３ ７ ０（ ２ ８ ．９ ％ ）と 最 も 多 く ，以 下 国 際 交
流 協 会（ グ ル ー プ Ａ 及 び Ｂ の 合 計 ）が ２ ９ ５（ ２ ３ ．０ ％ ），任 意 団 体 が
２ ２ ６（ １ ７ ．６ ％ ），教 育 委 員 会（ グ ル ー プ Ａ 及 び Ｂ の 合 計 ）が １ ２ ５
（ ９ ．８ ％ ），地 方 公 共 団 体（ グ ル ー プ Ａ 及 び Ｂ の 合 計 ）が ９ ０（ ７ ．０ ％ ），
特 定 非 営 利 活 動 法 人 が ５ １（ ４ ．０ ％ ），社 団 法 人・財 団 法 人 が ４ ０（ ３ ．
１ ％ ），株 式 会 社 ・ 有 限 会 社 が １ ５ （ １ ．２ ％ ），学 校 法 人 ・ 準 学 校 法 人
が １ １ （ ０ ． ９ ％ ） の 順 と な っ て い る ｡

3 教 師 数 に つ い て
（ １ ） 全 体 の 動 向

３ ３ ，４ １ ６ 人 で ，平 成 ２ １ 年 度 よ り ４ ，２ ２ ６ 人（ １ ４ ．５ ％ ）増 加
し て い る 。

全 体 と し て は 平 成 １ ６ 年 度 以 降 ，お お よ そ ３ 万 人 前 後 で 推 移 し て い る 。

（ ２ ） 機 関 ・ 施 設 等 別 の 状 況
一 般 の 施 設・団 体 の 教 師 数 が ２ ７ ，９ ８ ２ 人（ ８ ３ ．７ ％ ）と 最 も 多 く ，

以 下 大 学 が ５ ，０ ５ ５ 人（ １ ５ ．１ ％ ），短 期 大 学 が ２ ６ ８ 人（ ０ ．８ ％ ），
高 等 専 門 学 校 が １ １ １ 人 （ ０ ． ３ ％ ） の 順 と な っ て い る 。

（ ３ ） 職 務 別 の 状 況
ボ ラ ン テ ィ ア 等 が １ ８ ，５ ２ ６ 人（ ５ ５ ．４ ％ ）と 最 も 多 く ，以 下 非 常

勤 教 師 が １ ０ ，４ ３ ０ 人（ ３ １ ．２ ％ ），常 勤 教 師 が ４ ，４ ６ ０ 人（ １ ３ ．
３ ％ ） の 順 と な っ て い る ｡

4 学 習 者 数 に つ い て
（ １ ） 全 体 の 動 向

１ ６ ７ ， ５ ９ ４ 人 と な っ て い る 。
平 成 ２ １ 年 度（ １ ７ ０ ，８ ５ ８ 人 ）よ り ３ ，２ ６ ４ 人（ １ ．９ ％ ）少 な

く な っ て お り ，平 成 ２ ０ 年 度（ １ ６ ６ ，６ ３ １ 人 ）と 同 程 度 の 水 準 と な っ
て い る 。

なお，平成２１年度の「外国人に対する日本語教育の現状について」の「大

学等機関」の学習者数については，課程（コース），科目ごとに調査を行った。

このため，例えば同一学部内の複数の課程（コース），科目等を受講している

学習者などが重複して集計されている可能性がある。

（ ２ ） 機 関 ・ 施 設 等 別 の 状 況
一 般 の 施 設 ・ 団 体 に お け る 学 習 者 数 が １ １ ７ ， ０ １ ５ 人 （ ６ ９ ． ８ ％ ）

と 最 も 多 く ， 以 下 大 学 が ４ ８ ， ７ ４ ７ 人 （ ２ ９ ． １ ％ ） ， 短 期 大 学 が １ ，
５ ３ ０ 人（ ０ ．９ ％ ），高 等 専 門 学 校 が ３ ０ ２ 人（ ０ ．２ ％ ）の 順 と な っ
て い る 。

（ ３ ） 出 身 地 域 別 の 状 況
ア ジ ア 地 域 が １ ３ ７ ，７ １ １ 人（ ８ ２ ．２ ％ ）と 最 も 多 く ，以 下 南 ア メ

リ カ 地 域 が １ ０ ，２ ３ ７ 人（ ６ ．１ ％ ），北 ア メ リ カ 地 域 が ６ ，９ ４ ４ 人
（ ４ ．１ ％ ），ヨ ー ロ ッ パ 地 域 が ５ ，６ ９ ９ 人（ ３ ． ４ ％ ），Ｎ Ｉ Ｓ 諸 国
が １ ，４ １ ７ 人（ ０ ．８ ％ ），ア フ リ カ 地 域 が １ ，２ ６ ５ 人（ ０ ．８ ％ ），
大 洋 州 が １ ， ０ ４ １ 人 （ ０ ． ６ ％ ） の 順 と な っ て い る 。
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5 総表

専任教師 兼任教師 他機関の常勤職員 その他

国立 80 413 119 77 751 0 1,360 12,678

公立 33 32 30 13 85 0 160 938

私立 322 622 601 527 1,785 0 3,535 35,131

計 435 1,067 750 617 2,621 0 5,055 48,747

国立 0 0 0 0 0 0 0 0

公立 1 2 0 1 1 0 4 2

私立 70 55 56 20 133 0 264 1,528

計 71 57 56 21 134 0 268 1,530

国立 47 5 41 5 57 0 108 298

公立 0 0 0 0 0 0 0 0

私立 2 1 2 0 0 0 3 4

計 49 6 43 5 57 0 111 302

555 1,130 849 643 2,812 0 5,434 50,579

都道府県 6 2 0 0 24 1 27 268

政令指定都市 5 0 0 0 3 78 81 482

中核市 8 0 0 20 8 283 311 348

外国人集住都市 4 0 3 5 2 22 32 156

計 23 2 3 25 37 384 451 1,254

都道府県 2 3 0 0 0 2,545 2,548 5,529

政令指定都市 2 0 0 27 8 0 35 316

中核市 9 22 0 0 41 39 102 918

外国人集住都市 15 68 46 6 107 27 254 1,959

計 28 93 46 33 156 2,611 2,939 8,722

73 32 6 32 220 2,565 2,855 7,663

370 1,578 346 628 4,007 190 6,749 50,861

計 494 1,705 401 718 4,420 5,750 12,994 68,500

67 6 0 14 89 1,337 1,446 6,532

97 50 14 14 138 824 1,040 4,557

222 7 8 15 123 4,999 5,152 9,360

特定非営利活動法人 51 24 21 18 186 735 984 2,010

学校法人・準学校法人 11 45 10 8 72 2 137 1,890

株式会社・有限会社 15 22 3 37 100 12 174 2,426

社団法人・財団法人 40 48 12 31 788 418 1,297 9,529

上記以外の法人 58 69 16 11 108 862 1,066 4,232

任意団体 226 13 7 17 68 3,587 3,692 7,979

計 787 284 91 165 1,672 12,776 14,988 48,515

小計 1,281 1,989 492 883 6,092 18,526 27,982 117,015

1,836 3,119 1,341 1,526 8,904 18,526 33,416 167,594合計

高等専門学校

地方公共団体

教育委員会

地方公共団体（上記以外）

教育委員会（上記以外）

国際交流協会

一
般
の
施
設
・
団
体

（財）日本語教育振興協会認定施設

グ
ル
ー

プ
A

国際交流協会（上記以外）
グ
ル
ー

プ
B その他

区分

大学

短期大学

大
学
等
機
関

小計
学習者数

小計

教師数

機関・施設等数

ボランティア等
常勤教師 非常勤教師
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6 内訳図表

○日本語教育実施機関・施設等数の推移

（単位：機関・施設）

日本語教育実施機関・施設等数の推移

821

1,180 1,192 1,182
1,113

1,281

108

85 85 81

75
514

470 471

420

435

54

53 53 54

47

49

71

462

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

2,000

平成１２年 平成１８年 平成１９年 平成２０年 平成２１年 平成２２年
年度

機
関
・
施
設
等
数

大学

短期大学

高等専門学校

一般の施設・団体

平成１２年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度

大学 514 470 471 462 420 435

短期大学 108 85 85 81 75 71

高等専門学校 54 53 53 54 47 49

一般の施設・団体 821 1,180 1,192 1,182 1,113 1,281

合計 1,497 1,788 1,801 1,779 1,655 1,836
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○日本語教師数の推移

（単位：人）

日本語教師数の推移

11,249

16,096
17,411

16,065 15,753
18,526

7,224

8,495

8,972 10,729
9,708

10,430

2,218

4,788

4,851 4,165

3,729

4,460

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

平成１２年 平成１８年 平成１９年 平成２０年 平成２１年 平成２２年
年度

教
師
数

（
人

）

常勤教師

非常勤教師

ボランティア等

平成１２年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度

常勤教師 2,218 4,788 4,851 4,165 3,729 4,460

非常勤教師 7,224 8,495 8,972 10,729 9,708 10,430

ボランティア等 11,249 16,096 17,411 16,065 15,753 18,526

合計 20,619 29,379 31,234 30,959 29,190 33,416
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○日本語学習者数の推移

（単位：人）

日本語学習者数の推移

69,976

111,328
122,541

115,237 117,015

39,465 43,628 53,546 48,747

121,321
296

281

283 300
305 302

1,286

1,480

1,381 1,382
1,770 1,530

23,491

39,605

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

180,000

平成１２年 平成１８年 平成１９年 平成２０年 平成２１年 平成２２年
年度

学
習
者
数

（
人

）

大学

短期大学

高等専門学校

一般の施設・団体

平成１２年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度

大学 23,491 39,605 39,465 43,628 53,546 48,747

短期大学 1,286 1,480 1,381 1,382 1,770 1,530

高等専門学校 296 281 283 300 305 302

一般の施設・団体 69,976 111,328 122,541 121,321 115,237 117,015

合計 95,049 152,694 163,670 166,631 170,858 167,594
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○都道府県別日本語教育機関・施設等数，教師数，学習者数

（全体）

専任教師 兼任教師 他機関の常勤職員 その他

北 海 道 47 49 15 8 157 112 341 1,998

青 森 県 12 10 4 5 16 38 73 1,242

岩 手 県 16 8 2 2 24 54 90 478

宮 城 県 22 38 20 18 120 113 309 2,266

秋 田 県 18 10 2 13 49 46 120 725

山 形 県 20 13 7 7 30 119 176 406

福 島 県 23 9 10 1 33 108 161 733

茨 城 県 27 37 13 19 50 268 387 1,791

栃 木 県 32 28 22 9 38 288 385 1,119

群 馬 県 31 50 10 17 68 340 485 2,183

埼 玉 県 70 108 11 30 256 1,148 1,553 7,005

千 葉 県 87 97 49 29 322 1,386 1,883 7,417

東 京 都 317 1,031 304 473 3,494 2,007 7,309 49,467

神奈川県 98 133 39 136 333 1,564 2,205 11,450

新 潟 県 28 17 9 11 74 143 254 1,424

富 山 県 15 23 7 15 37 61 143 544

石 川 県 17 21 9 6 76 100 212 1,952

福 井 県 12 12 0 0 13 153 178 500

山 梨 県 19 21 13 10 41 90 175 894

長 野 県 45 33 7 27 48 253 368 1,677

岐 阜 県 31 36 43 24 137 333 573 2,195

静 岡 県 58 76 44 28 261 487 896 3,366

愛 知 県 114 130 70 94 459 1,499 2,252 9,665

三 重 県 30 55 7 21 82 323 488 4,168

滋 賀 県 18 13 8 4 25 178 228 883

京 都 府 44 103 102 36 345 275 861 4,463

大 阪 府 151 269 82 154 766 4,238 5,509 16,762

兵 庫 県 90 114 62 84 333 1,275 1,868 5,997

奈 良 県 17 28 9 4 44 68 153 1,214

和歌山県 8 6 11 0 24 28 69 264

鳥 取 県 5 11 4 1 28 59 103 343

島 根 県 13 8 2 0 12 92 114 220

岡 山 県 37 47 40 13 144 228 472 2,941

広 島 県 40 54 28 53 69 236 440 2,459

山 口 県 20 24 19 10 26 96 175 1,042

徳 島 県 11 8 1 2 17 53 81 430

香 川 県 13 23 8 4 40 88 163 609

愛 媛 県 17 17 15 2 69 31 134 927

高 知 県 6 4 1 0 23 0 28 224

福 岡 県 82 171 67 47 468 410 1,163 8,321

佐 賀 県 6 14 10 24 20 0 68 474

長 崎 県 12 34 24 30 52 21 161 982

熊 本 県 12 24 54 29 54 54 215 534

大 分 県 10 45 13 14 40 14 126 2,725

宮 崎 県 9 3 41 0 17 30 91 137

鹿児島県 11 19 14 8 16 9 66 379

沖 縄 県 15 35 9 4 54 10 112 599

合 計 1,836 3,119 1,341 1,526 8,904 18,526 33,416 167,594

機関・施設等数

教 師 数

都道府県名 学習者数常勤教師 非常勤教師
ボランティア等 計
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（大学等機関）

専任教師 兼任教師 他機関の常勤職員 その他

北 海 道 27 20 12 8 93 0 133 1,146

青 森 県 6 7 4 1 16 0 28 414

岩 手 県 3 4 0 2 7 0 13 206

宮 城 県 6 10 15 2 42 0 69 797

秋 田 県 4 9 2 3 11 0 25 244

山 形 県 4 9 7 5 18 0 39 119

福 島 県 7 5 5 1 16 0 27 405

茨 城 県 9 28 8 19 40 0 95 933

栃 木 県 8 14 12 1 16 0 43 196

群 馬 県 8 17 4 5 29 0 55 454

埼 玉 県 17 28 8 10 103 0 149 1,527

千 葉 県 24 45 36 9 128 0 218 2,413

東 京 都 99 277 135 201 841 0 1,454 13,360

神奈川県 15 26 20 24 51 0 121 821

新 潟 県 10 13 9 11 22 0 55 663

富 山 県 4 8 7 12 3 0 30 185

石 川 県 8 16 8 5 50 0 79 1,249

福 井 県 4 9 0 0 10 0 19 162

山 梨 県 6 12 10 5 17 0 44 533

長 野 県 6 11 5 6 9 0 31 312

岐 阜 県 7 20 11 15 29 0 75 709

静 岡 県 10 19 20 10 42 0 91 517

愛 知 県 31 46 56 47 158 0 307 2,644

三 重 県 8 10 1 5 13 0 29 515

滋 賀 県 3 6 3 2 13 0 24 147

京 都 府 20 42 91 26 188 0 347 2,259

大 阪 府 32 87 49 19 249 0 404 3,152

兵 庫 県 20 40 24 30 87 0 181 1,057

奈 良 県 8 16 8 4 25 0 53 1,003

和歌山県 2 1 10 0 4 0 15 40

鳥 取 県 3 11 4 0 7 0 22 105

島 根 県 4 8 2 0 7 0 17 101

岡 山 県 13 21 32 2 60 0 115 1,182

広 島 県 16 21 25 22 32 0 100 969

山 口 県 11 13 17 8 17 0 55 569

徳 島 県 3 5 1 2 2 0 10 122

香 川 県 4 15 5 4 13 0 37 162

愛 媛 県 9 8 14 2 18 0 42 295

高 知 県 3 4 1 0 10 0 15 126

福 岡 県 30 52 18 26 162 0 258 4,379

佐 賀 県 3 8 8 9 3 0 28 261

長 崎 県 7 25 23 30 43 0 121 731

熊 本 県 4 10 50 29 17 0 106 256

大 分 県 8 39 13 14 35 0 101 2,619

宮 崎 県 6 3 41 0 11 0 55 70

鹿児島県 7 12 12 7 11 0 42 241

沖 縄 県 8 20 3 0 34 0 57 209

合 計 555 1,130 849 643 2,812 0 5,434 50,579

都道府県名 機関数 常勤教師

教 師 数

学習者数非常勤教師
ボランティア等 計
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（一般の施設・団体）

専任教師 兼任教師 他機関の常勤職員 その他

北 海 道 20 29 3 0 64 112 208 852

青 森 県 6 3 0 4 0 38 45 828

岩 手 県 13 4 2 0 17 54 77 272

宮 城 県 16 28 5 16 78 113 240 1,469

秋 田 県 14 1 0 10 38 46 95 481

山 形 県 16 4 0 2 12 119 137 287

福 島 県 16 4 5 0 17 108 134 328

茨 城 県 18 9 5 0 10 268 292 858

栃 木 県 24 14 10 8 22 288 342 923

群 馬 県 23 33 6 12 39 340 430 1,729

埼 玉 県 53 80 3 20 153 1,148 1,404 5,478

千 葉 県 63 52 13 20 194 1,386 1,665 5,004

東 京 都 218 754 169 272 2,653 2,007 5,855 36,107

神奈川県 83 107 19 112 282 1,564 2,084 10,629

新 潟 県 18 4 0 0 52 143 199 761

富 山 県 11 15 0 3 34 61 113 359

石 川 県 9 5 1 1 26 100 133 703

福 井 県 8 3 0 0 3 153 159 338

山 梨 県 13 9 3 5 24 90 131 361

長 野 県 39 22 2 21 39 253 337 1,365

岐 阜 県 24 16 32 9 108 333 498 1,486

静 岡 県 48 57 24 18 219 487 805 2,849

愛 知 県 83 84 14 47 301 1,499 1,945 7,021

三 重 県 22 45 6 16 69 323 459 3,653

滋 賀 県 15 7 5 2 12 178 204 736

京 都 府 24 61 11 10 157 275 514 2,204

大 阪 府 119 182 33 135 517 4,238 5,105 13,610

兵 庫 県 70 74 38 54 246 1,275 1,687 4,940

奈 良 県 9 12 1 0 19 68 100 211

和歌山県 6 5 1 0 20 28 54 224

鳥 取 県 2 0 0 1 21 59 81 238

島 根 県 9 0 0 0 5 92 97 119

岡 山 県 24 26 8 11 84 228 357 1,759

広 島 県 24 33 3 31 37 236 340 1,490

山 口 県 9 11 2 2 9 96 120 473

徳 島 県 8 3 0 0 15 53 71 308

香 川 県 9 8 3 0 27 88 126 447

愛 媛 県 8 9 1 0 51 31 92 632

高 知 県 3 0 0 0 13 0 13 98

福 岡 県 52 119 49 21 306 410 905 3,942

佐 賀 県 3 6 2 15 17 0 40 213

長 崎 県 5 9 1 0 9 21 40 251

熊 本 県 8 14 4 0 37 54 109 278

大 分 県 2 6 0 0 5 14 25 106

宮 崎 県 3 0 0 0 6 30 36 67

鹿児島県 4 7 2 1 5 9 24 138

沖 縄 県 7 15 6 4 20 10 55 390

合 計 1,281 1,989 492 883 6,092 18,526 27,982 117,015

都道府県名
計

施設・団体数 常勤教師 非常勤教師
ボランティア等

教 師 数

学習者数
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○日本語学習者の出身地域別割合

学習者数（人） 割合

アジア地域 137,711 82.2%

南アメリカ地域 10,237 6.1%

北アメリカ地域 6,944 4.1%

ヨーロッパ地域 5,699 3.4%

ＮＩＳ諸国 1,417 0.8%

アフリカ地域 1,265 0.8%

大洋州 1,041 0.6%

不明 3,280 2.0%

計 167,594 100.0%

学習者数（人） 割合

アジア地域 44,337 87.7%

ヨーロッパ地域 2,491 4.9%

北アメリカ地域 2,173 4.3%

ＮＩＳ諸国 369 0.7%

大洋州 320 0.6%

アフリカ地域 281 0.6%

南アメリカ地域 249 0.5%

不明 359 0.7%

計 50,579 100.0%

学習者数（人） 割合

アジア地域 93,374 79.8%

南アメリカ地域 9,988 8.5%

北アメリカ地域 4,771 4.1%

ヨーロッパ地域 3,208 2.7%

ＮＩＳ諸国 1,048 0.9%

アフリカ地域 984 0.8%

大洋州 721 0.6%

不明 2,921 2.5%

計 117,015 100.0%

日本語学習者の出身地域別割合（全体）

アジア地域
82.8%

南アメリカ地域
6.1%

南アメリカ
地域
4．0%

ヨーロッパ地域
3.4%

ＮＩＳ諸国
0.8%

アフリカ地域
0.8%

大洋州
0.6%

不明
2.0%

日本語学習者の出身地域別割合
（大学等機関）

アジア地域
89.4%

北アメリカ地域
3.7%

ﾖｰﾛｯﾊﾟ地域
3.6%

太洋州
1.0%

南アメリカ地域
0.8%

NIS諸国地域
0.8%

アフリカ地域
0.6%

不明
0.1%

日本語学習者の出身地域別割合
（一般の施設・団体）

アジア地域
80.2%

北アメリカ地域
5.7%

北アメリカ地域
4.1%

ヨーロッパ地域
2.7%

ＮＩＳ諸国
0.9%

アフリカ地域
0.8%

大洋州
0.6% 不明

2.5%

日本語学習者の出身地域別割合（全体）

アジア地域
82.2%南アメリカ地域

6.1%

北アメリカ地域
4.1%

ヨーロッパ地域
3.4%

ＮＩＳ諸国
0.8%

アフリカ地域
0.8%

大洋州
0.6% 不明

2.0%

日本語学習者の出身地域別割合
（大学等機関）

アジア地域
87.7%

ヨーロッパ地域
4.9%

北アメリカ地域
4.3%

ＮＩＳ諸国
0.7%

大洋州
0.6%

アフリカ地域
0.6%

南アメリカ地域
0.5% 不明

0.7%

日本語学習者の出身地域別割合
（一般の施設・団体）

アジア地域
79.8%

南アメリカ地域
8.5%

北アメリカ地域
4.1%

ヨーロッパ地域
2.7%

ＮＩＳ諸国
0.9%

アフリカ地域
0.8%

大洋州
0.6%

不明
2.5%
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○日本語学習者数（国・地域別）（上位２０か国）

国・地域名 大学等機関(順位) 一般の施設・団体(順位) 学習者数

中華人民共和国 30,090 (1) 53,844 (1) 83,934

大韓民国 6,329 (2) 10,765 (2) 17,094

ベトナム社会主義共和国 1,311 (5) 6,812 (3) 8,123

ブラジル連邦共和国 105(27) 6,352 (4) 6,457

アメリカ合衆国 1,849 (3) 3,730 (6) 5,579

台湾 1,438 (4) 3,582 (7) 5,020

フィリピン共和国 200(18) 4,721 (5) 4,921

タイ王国 996 (6) 2,244(10) 3,240

インドネシア共和国 766 (7) 2,399 (9) 3,165

ペルー共和国 48(42) 2,859 (8) 2,907

ネパール連邦民主共和国 345(13) 1,822(11) 2,167

日本国 179(20) 1,725(12) 1,904

マレーシア 687 (8) 568(18) 1,255

ミャンマー連邦共和国 385(11) 737(15) 1,122

グレートブリテン及び北アイルランド連合王国（英国） 322(14) 796(14) 1,118

フランス共和国 503(10) 595(17) 1,098

インド 150(22) 928(13) 1,078

ドイツ連邦共和国 557 (9) 413(23) 970

モンゴル国 384(12) 520(20) 904

ロシア連邦 166(21) 661(16) 827

オーストラリア:252(15) カナダ:530(19)

バングラディシュ人民共和国:251(16)

カナダ:209(17)

スリランカ民主社会主義共和国:191(19)
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Ⅱ 日本語教師養成・研修の現状について
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教師数 受講者数

17,680

549

3,248

41

29,2065,525

0

3,289

2,236

0

10

機関・施設等数

高 等 専 門 学 校

197大 学

短 期 大 学

0

207

345

552

18,229

10,977

小 計

一般の施設・団体

合 計

3,431
4,906 5,172 5,510

4,138
5,525

23,870

37,628 38,200 40,586

33,608

29,206307

528 541 521
500

552

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

平成１２年 平成１８年 平成１９年 平成２０年 平成２１年 平成２２年 年度

人

0

100

200

300

400

500

600

機
関
・
施
設
等
数

教師数 受講者数 機関・施設等数

前回調査（平成２１年度）との比較では，機関・施設等数，教師数は増加しているもの
の，受講者数は減少している。

平成１２年度からの推移を見ると，機関・施設等数は３０７機関・施設から５５２機関・
施設（１．８倍）に，教師数は，３，４３１人から５，５２５人（１．６倍）に増加し，機
関・施設数は直近の５年間は５００機関・施設以上で推移している。しかしながら，受講者
数は，平成２０年度以降減少を続けており，平成２２年度は３万人を下回る。

Ⅱ 日本語教師養成・研修の現状について

1 概観

平成２２年１１月１日現在，国内における日本語教師養成コース，日本語教育関係科目を設
け，日本語教師の養成等を実施している機関・施設等数は５５２機関・施設，日本語教師養成
担当の教師数は５，５２５人，受講者数は２９，２０６人となっている。

平成１２年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度

307 528 541 521 500 552

3,431 4,906 5,172 5,510 4,138 5,525

23,870 37,628 38,200 40,586 33,608 29,206受講者数

機関・施設等数

教師数
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2 機 関 ・ 施 設 等 数 に つ い て
（１）全体の動向

機関・施設数は５５２機関・施設となっており，平成２１年度（５００機関・
施設）から増加している。大学，短期大学の機関・施設数は平成２１年度から
大きな変化はないが、一般の施設・団体では５０機関・施設（１６．９％）の
増加となっている。全体としては直近の５年間は５００機関・施設以上で推移
している。

（２）機関・施設等別の状況
一般の施設・団体が３４５（６２．５％）と最も多く，以下大学が１９７（３

５．７％），短期大学が１０（１．８％）の順となっている。
そのうち，一般の施設・団体数についてその内訳を見ると，国際交流協会（グ

ループＡ及びＢの合計）が１３７（３９．７％）と最も多く，以下任意団体と
（財）日本語教育振興協会認定施設がそれぞれ４８（１３．９％），地方公共
団体（グループＡ及びＢの合計）が３７（１０．７％），教育委員会（グルー
プＡ及びＢの合計）が２５（７．２％），特定非営利活動法人が１９（５．５％），
社団法人・財団法人が１１（３．２％），株式会社・有限会社が６（１．７％），
学校法人・準学校法人２（０．６％）の順となっている｡

3 日本語教師養成・研修担当の教師数について
（１）全体の動向

５，５２５人となっており，平成２１年度（４，１３８人）と比べ，１，３
８７人（３３．５％）の増加となっており、平成２０年度（５，５１０人）と
同程度の水準となっている。

（２）機関・施設等別の状況
大学の教師数が３，２４８人（５８．８％）と最も多く，以下，一般の施設・

団体の教師数が２，２３６人（４０．５％），短期大学が４１人（０．７％）
の順となっている。

（３）職務別の状況
非常勤教師が２，５４２人（４６．０％）と最も多く，以下常勤教師が２，

１０７人（３８．１％），ボランティア等が８７６人（１５．９％）の順とな
っている。

4 受講者数について
（１）全体の動向

２９，２０６人となっており，平成２１年度（３３，６０８人）と比べ，４，
４０２人（１３．１％）の減少となっている。

（２）機関・施設等別の状況
大学における受講者数が１７，６８０人（６０．５％）と最も多く，以下，

一般の施設・団体が１０，９７７人（３７．６％），短期大学が５４９人（１．
９％）の順となっている。

（３）出身地域別の状況
日本国が２５，９０５人（８８．７％）と最も多く，以下中華人民共和国が

１，８８１人（６．４％），大韓民国が５０３人（１．７％）の順となってい
る。
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5 総表

専任教師 兼任教師 他機関の常勤職員 その他

国立 35 174 203 87 35 0 499 1,695

公立 11 39 104 56 85 0 284 598

私立 151 503 783 565 614 0 2,465 15,387

計 197 716 1,090 708 734 0 3,248 17,680

国立 0 0 0 0 0 0 0 0

公立 1 2 0 0 1 0 3 153

私立 9 7 15 6 10 0 38 396

計 10 9 15 6 11 0 41 549

国立 0 0 0 0 0 0 0 0

公立 0 0 0 0 0 0 0 0

私立 0 0 0 0 0 0 0 0

計 0 0 0 0 0 0 0 0

207 725 1,105 714 745 0 3,289 18,229

都道府県 1 0 0 1 1 0 2 57

政令指定都市 7 4 7 34 8 35 88 273

中核市 4 4 0 0 7 0 11 147

外国人集住都市 2 0 0 2 0 0 2 33

計 14 8 7 37 16 35 103 510

都道府県 1 0 0 3 1 0 4 78

政令指定都市 4 3 1 5 0 15 24 250

中核市 2 0 0 0 3 0 3 31

外国人集住都市 1 0 23 0 20 4 47 47

計 8 3 24 8 24 19 78 406

50 3 5 55 123 198 384 2,803

48 113 45 178 208 26 570 1,178

計 120 127 81 278 371 278 1,135 4,897

23 1 1 17 15 32 66 648

17 2 0 7 7 29 45 579

87 13 7 56 42 248 366 2,022

特定非営利活動法人 19 0 1 48 27 25 101 437

学校法人・準学校法人 2 7 9 11 20 0 47 131

株式会社・有限会社 6 13 0 64 30 0 107 369

社団法人・財団法人 11 3 0 37 23 18 81 327

上記以外の法人 12 4 5 0 2 79 90 659

任意団体 48 2 1 16 12 167 198 908

計 225 45 24 256 178 598 1,101 6,080

小計 345 172 105 534 549 876 2,236 10,977

552 897 1,210 1,248 1,294 876 5,525 29,206

小計
受講者数

小計

教師数

機関・施設等数

ボランティア等
常勤教師 非常勤教師

国際交流協会（上記以外）
グ
ル
ー

プ
B その他

区分

大学

短期大学

大
学
等
機
関

合計

高等専門学校

地方公共団体

教育委員会

地方公共団体（上記以外）

教育委員会（上記以外）

国際交流協会

一
般
の
施
設
・
団
体

（財）日本語教育振興協会認定施設

グ
ル
ー

プ
A
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6 内訳図表

○日本語教師養成・研修実施機関・施設等数の推移

（単位：機関・施設）

平成１２年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度

大学 132 214 215 223 192 197

短期大学 8 12 10 13 13 10

高等専門学校 0 0 0 0 0 0

一般の施設・団体 167 302 316 285 295 345

合計 307 528 541 521 500 552

○設置者別による日本語教師養成・研修担当の教師数の推移

（単位：人）

平成１２年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度

大学 1,494 3,033 3,116 3,503 2,126 3,248

短期大学 30 37 33 57 50 41

高等専門学校 0 0 0 0 0 0

一般の施設・団体 1,907 1,836 2,023 1,950 1,962 2,236

合計 3,431 4,906 5,172 5,510 4,138 5,525

○職務別による日本語教師養成・研修担当の教師数の推移

（単位：人）

平成１２年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度

常勤教師 791 1,962 2,012 2,277 1,503 2,107

非常勤教師 1,816 2,419 2,458 2,677 1,663 2,542

ボランティア等 824 525 702 556 972 876

合計 3,431 4,906 5,172 5,510 4,138 5,525

○受講者数の推移

（単位：人）

平成１２年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度

大学 14,623 22,383 23,124 28,613 22,536 17,680

短期大学 154 298 367 743 377 549

高等専門学校 0 0 0 0 0 0

一般の施設・団体 9,093 14,947 14,709 11,230 10,695 10,977

合計 23,870 37,628 38,200 40,586 33,608 29,206



－25－

○都道府県別日本語教師養成・研修機関・施設等数，日本語教師養成・研修担当の教師数，受講者数

（全体）

専任教師 兼任教師 他機関の常勤職員 その他

北 海 道 13 10 20 10 39 8 87 616

青 森 県 2 6 8 2 2 1 19 260

岩 手 県 6 13 6 9 7 5 40 91

宮 城 県 11 15 14 10 33 22 94 717

秋 田 県 6 4 6 14 1 1 26 314

山 形 県 5 0 0 0 5 5 10 78

福 島 県 6 0 51 6 17 0 74 152

茨 城 県 12 45 18 6 35 57 161 514

栃 木 県 13 3 11 13 5 1 33 613

群 馬 県 11 2 2 8 13 5 30 386

埼 玉 県 22 22 43 31 48 14 158 1,435

千 葉 県 22 34 31 10 61 87 223 1,782

東 京 都 88 264 181 382 307 54 1,188 5,804

神奈川県 38 34 74 99 13 93 313 1,792

新 潟 県 7 2 0 1 5 7 15 161

富 山 県 3 6 0 6 2 1 15 57

石 川 県 5 7 14 3 5 4 33 76

福 井 県 5 0 5 2 7 10 24 116

山 梨 県 5 8 52 10 46 5 121 535

長 野 県 8 5 7 14 11 25 62 131

岐 阜 県 7 0 23 1 22 80 126 270

静 岡 県 15 33 16 54 19 77 199 952

愛 知 県 38 54 73 94 116 45 382 1,766

三 重 県 9 11 20 17 9 14 71 267

滋 賀 県 8 0 0 3 10 107 120 268

京 都 府 14 44 102 99 96 14 355 1,529

大 阪 府 39 64 62 101 51 17 295 2,001

兵 庫 県 31 37 78 52 116 26 309 1,674

奈 良 県 3 14 0 0 1 0 15 46

和歌山県 1 1 1 3 1 0 6 48

鳥 取 県 2 2 0 0 2 0 4 167

島 根 県 3 2 0 2 11 0 15 181

岡 山 県 10 8 33 13 20 0 74 219

広 島 県 15 29 35 46 26 43 179 567

山 口 県 6 2 42 19 22 12 97 175

徳 島 県 7 5 33 6 10 0 54 135

香 川 県 5 2 7 1 5 2 17 116

愛 媛 県 4 9 17 3 6 2 37 133

高 知 県 2 2 6 0 7 0 15 150

福 岡 県 19 48 21 63 25 28 185 1,267

佐 賀 県 3 1 0 3 6 0 10 139

長 崎 県 5 8 17 2 5 2 34 1,148

熊 本 県 3 15 10 20 2 0 47 65

大 分 県 2 0 26 1 26 2 55 21

宮 崎 県 3 8 2 1 2 0 13 38

鹿児島県 6 12 25 5 5 0 47 92

沖 縄 県 4 6 18 3 11 0 38 142

合 計 552 897 1,210 1,248 1,294 876 5,525 29,206

非常勤教師
ボランティア等 計

機関・施設等数都道府県名 受講者数

教 師 数

常勤教師
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（大学等機関）

専任教師 兼任教師 他機関の常勤職員 その他

北 海 道 7 6 19 7 13 0 45 510

青 森 県 1 3 8 2 2 0 15 209

岩 手 県 2 13 4 8 3 0 28 57

宮 城 県 4 7 13 9 1 0 30 589

秋 田 県 2 4 6 7 0 0 17 157

山 形 県 0 0 0 0 0 0 0 0

福 島 県 3 0 49 6 14 0 69 53

茨 城 県 4 45 18 4 9 0 76 215

栃 木 県 2 3 8 4 1 0 16 236

群 馬 県 3 1 0 0 8 0 9 242

埼 玉 県 6 19 43 16 33 0 111 502

千 葉 県 10 32 31 9 38 0 110 1,503

東 京 都 42 196 152 226 179 0 753 4,162

神奈川県 6 22 62 70 1 0 155 433

新 潟 県 1 2 0 0 0 0 2 45

富 山 県 0 0 0 0 0 0 0 0

石 川 県 2 6 14 1 3 0 24 21

福 井 県 1 0 5 1 4 0 10 4

山 梨 県 4 8 52 9 45 0 114 430

長 野 県 2 3 5 1 2 0 11 21

岐 阜 県 0 0 0 0 0 0 0 0

静 岡 県 4 31 14 24 5 0 74 528

愛 知 県 17 45 70 57 54 0 226 1,125

三 重 県 2 11 20 5 2 0 38 160

滋 賀 県 0 0 0 0 0 0 0 0

京 都 府 8 41 98 94 89 0 322 1,324

大 阪 府 13 62 59 30 31 0 182 1,220

兵 庫 県 10 28 73 31 64 0 196 793

奈 良 県 2 4 0 0 1 0 5 31

和歌山県 1 1 1 3 1 0 6 48

鳥 取 県 1 2 0 0 2 0 4 49

島 根 県 1 2 0 0 1 0 3 153

岡 山 県 4 4 33 4 18 0 59 120

広 島 県 5 27 27 13 22 0 89 380

山 口 県 3 2 42 18 22 0 84 130

徳 島 県 4 5 33 5 7 0 50 38

香 川 県 2 1 7 0 0 0 8 75

愛 媛 県 2 4 16 3 4 0 27 93

高 知 県 1 2 6 0 5 0 13 37

福 岡 県 8 34 20 16 15 0 85 1,098

佐 賀 県 0 0 0 0 0 0 0 0

長 崎 県 4 8 17 2 5 0 32 1,138

熊 本 県 2 15 10 20 0 0 45 59

大 分 県 1 0 26 0 25 0 51 0

宮 崎 県 1 8 2 1 0 0 11 11

鹿児島県 5 12 24 5 5 0 46 88

沖 縄 県 4 6 18 3 11 0 38 142

合 計 207 725 1,105 714 745 0 3,289 18,229

都道府県名 機関数 常勤教師 受講者数

教 師 数

非常勤教師
ボランティア等 計
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（一般の施設・団体）

専任教師 兼任教師 他機関の常勤職員 その他

北 海 道 6 4 1 3 26 8 42 106

青 森 県 1 3 0 0 0 1 4 51

岩 手 県 4 0 2 1 4 5 12 34

宮 城 県 7 8 1 1 32 22 64 128

秋 田 県 4 0 0 7 1 1 9 157

山 形 県 5 0 0 0 5 5 10 78

福 島 県 3 0 2 0 3 0 5 99

茨 城 県 8 0 0 2 26 57 85 299

栃 木 県 11 0 3 9 4 1 17 377

群 馬 県 8 1 2 8 5 5 21 144

埼 玉 県 16 3 0 15 15 14 47 933

千 葉 県 12 2 0 1 23 87 113 279

東 京 都 46 68 29 156 128 54 435 1,642

神奈川県 32 12 12 29 12 93 158 1,359

新 潟 県 6 0 0 1 5 7 13 116

富 山 県 3 6 0 6 2 1 15 57

石 川 県 3 1 0 2 2 4 9 55

福 井 県 4 0 0 1 3 10 14 112

山 梨 県 1 0 0 1 1 5 7 105

長 野 県 6 2 2 13 9 25 51 110

岐 阜 県 7 0 23 1 22 80 126 270

静 岡 県 11 2 2 30 14 77 125 424

愛 知 県 21 9 3 37 62 45 156 641

三 重 県 7 0 0 12 7 14 33 107

滋 賀 県 8 0 0 3 10 107 120 268

京 都 府 6 3 4 5 7 14 33 205

大 阪 府 26 2 3 71 20 17 113 781

兵 庫 県 21 9 5 21 52 26 113 881

奈 良 県 1 10 0 0 0 0 10 15

和歌山県 0 0 0 0 0 0 0 0

鳥 取 県 1 0 0 0 0 0 0 118

島 根 県 2 0 0 2 10 0 12 28

岡 山 県 6 4 0 9 2 0 15 99

広 島 県 10 2 8 33 4 43 90 187

山 口 県 3 0 0 1 0 12 13 45

徳 島 県 3 0 0 1 3 0 4 97

香 川 県 3 1 0 1 5 2 9 41

愛 媛 県 2 5 1 0 2 2 10 40

高 知 県 1 0 0 0 2 0 2 113

福 岡 県 11 14 1 47 10 28 100 169

佐 賀 県 3 1 0 3 6 0 10 139

長 崎 県 1 0 0 0 0 2 2 10

熊 本 県 1 0 0 0 2 0 2 6

大 分 県 1 0 0 1 1 2 4 21

宮 崎 県 2 0 0 0 2 0 2 27

鹿児島県 1 0 1 0 0 0 1 4

沖 縄 県 0 0 0 0 0 0 0 0

合 計 345 172 105 534 549 876 2,236 10,977

受講者数

教 師 数

都道府県名
計

施設・団体数 常勤教師 非常勤教師
ボランティア等
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○受講者数（国・地域別）（上位２０か国）

国・地域名 大学等機関(順位) 一般の施設・団体(順位) 受講者数

日本国 16,232 (1) 9,673 (1) 25,905

中華人民共和国 1,325 (2) 556 (2) 1,881

大韓民国 382 (3) 121 (3) 503

台湾 66 (4) 12(13) 78

ブラジル連邦共和国 2(23) 65 (4) 67

ベトナム社会主義共和国 31 (5) 35 (7) 66

インドネシア共和国 20 (6) 41 (5) 61

タイ王国 16 (8) 38 (6) 54

アメリカ合衆国 13 (9) 31 (8) 44

マレーシア 18 (7) 12(13) 30

ロシア連邦 7(15) 21(11) 28

ペルー共和国 2(23) 25 (9) 27

フィリピン共和国 2(23) 22(10) 24

インド 6(16) 15(12) 21

スリランカ民主社会主義共和国 11(11) 7(16) 18

モンゴル国 10(13) 8(15) 18

ドイツ連邦共和国 11(11) 3(26) 14

その他（アジア州） 12(10) 1(38) 13

ミャンマー連邦共和国 8(14) 4(20) 12

ネパール連邦民主共和国 6(16) 5(19) 11

イタリア共和国:5(18) コスタリカ共和国:6(17)

グレートブリテン及び北アイルランド連合王国（英国）:3(19) オーストラリア:6(17)

カンボジア王国:3(19) ニュージーランド:4(20)

カナダ:3(19) フランス共和国:4(20)

スウェーデン王国:3(19) ウクライナ:4(20)

キルギス:4(20)

グレートブリテン及び北アイルランド連合王国（英国）:4(20)
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Ⅲ 日本語教育コーディネーターの現状について



－30－

Ⅲ 日本語教育コーディネーターの現状について

1 概観

平成２２年１１月１日現在，国内における日本語教育コーディネーターを配
置している施設・団体は２３０施設・団体，コーディネーター数は５７４人と
なっている。

2 施 設 ・ 団 体 数 に つ い て
（ １ ） 施 設 ・ 団 体 等 別 の 状 況

コ ー デ ィ ネ ー タ ー を 配 置 し て い る 施 設・団 体 数 に つ い て 見 る と ，国 際 交
流 協 会（ グ ル ー プ Ａ 及 び Ｂ の 合 計 ）が ７ ７（ ３ ３ ．５ ％ ）と 最 も 多 く ，以
下 ， 任 意 団 体 が ５ ４ （ ２ ３ ． ５ ％ ） ， 特 定 非 営 利 活 動 法 人 が ２ ４ （ １ ０ ．
４ ％ ），教 育 委 員 会（ グ ル ー プ Ａ 及 び Ｂ の 合 計 ）が ２ ２（ ９ ．６ ％ ），社
団 法 人 ・ 財 団 法 人 が １ ６（ ７ ．０ ％ ），地 方 公 共 団 体（ グ ル ー プ Ａ 及 び Ｂ
の 合 計 ） が １ ５ （ ６ ． ５ ％ ） ， 株 式 会 社 ・ 有 限 会 社 が ４ （ １ ． ７ ％ ） ， 学
校 法 人 ・ 準 学 校 法 人 が ３ （ １ ． ３ ％ ） の 順 と な っ て い る ｡

3 コ ー デ ィ ネ ー タ ー 数 に つ い て
（ １ ） 施 設 ・ 団 体 別 の 状 況

施 設・団 体 別 に 見 る と ，国 際 交 流 協 会（ グ ル ー プ Ａ 及 び Ｂ の 合 計 ）が ２
２ ７ 人（ ３ ９ ．５ ％ ）と 最 も 多 く ，以 下 ，任 意 団 体 が １ １ ０ 人（ １ ９ ．１ ％ ），
社 団 法 人 ・ 財 団 法 人 ５ ９ 人（ １ ０ ．３ ％ ），教 育 委 員 会（ グ ル ー プ Ａ 及 び
Ｂ の 合 計 ）が ５ ６（ ９ ．８ ％ ），特 定 非 営 利 活 動 法 人 が ４ ４ 人（ ７ ．７ ％ ），
地 方 公 共 団 体（ グ ル ー プ Ａ 及 び Ｂ の 合 計 ）が ３ ６（ ６ ．３ ％ ），株 式 会 社 ・
有 限 会 社 が １ ２（ ２ ．１ ％ ），学 校 法 人 ・ 準 学 校 法 人 が ６（ １ ．０ ％ ） の
順 と な っ て い る ｡

（ ２ ） 職 務 別 の 状 況
ボ ラ ン テ ィ ア 等 が ３ ２ ４ 人（ ５ ６ ．４ ％ ）と 最 も 多 く ，以 下 常 勤 が １ ５

３ 人 （ ２ ６ ． ７ ％ ） ， 非 常 勤 が ９ ７ 人 （ １ ６ ． ９ ％ ） の 順 と な っ て い る ｡



－31－

４ 総表

専任 兼任 専任 兼任 専任 兼任

都道府県 0 0 0 0 0 0 0 0

政令指定都市 3 2 1 1 2 0 0 6

中核市 1 1 0 0 1 0 0 2

外国人集住都市 1 0 2 0 0 0 0 2

計 5 3 3 1 3 0 0 10

都道府県 1 3 0 0 0 0 0 3

政令指定都市 2 1 0 3 0 0 0 4

中核市 1 1 0 0 0 0 0 1

外国人集住都市 6 8 1 0 1 0 0 10

計 10 13 1 3 1 0 0 18

29 7 26 4 8 6 45 96

44 23 30 8 12 6 45 124

10 0 7 14 2 2 1 26

12 6 8 0 2 0 22 38

48 1 16 4 4 26 80 131

特定非営利活動法人 24 2 10 4 11 1 16 44

学校法人・準学校法人 3 0 5 0 1 0 0 6

株式会社・有限会社 4 4 6 0 2 0 0 12

社団法人・財団法人 16 11 15 10 14 1 8 59

上記以外の法人 15 4 1 2 4 0 13 24

任意団体 54 1 3 2 1 20 83 110

186 29 71 36 41 50 223 450

230 52 101 44 53 56 268 574

一
般
の
施
設
・
団
体

国際交流協会

合計

小計

計

国際交流協会（上記以外）
グ
ル
ー

プ
B

計

その他

区分 ボランティア等施設・団体数 常勤 非常勤

日本語教育コーディネーター数

グ
ル
ー

プ
A

教育委員会

地方公共団体（上記以外）

教育委員会（上記以外）

地方公共団体
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５ 内訳図表

○都道府県別日本語教育コーディネーター所属施設・団体数，コーディネーター数

（一般の施設・団体）

専任 兼任 専任 兼任 専任 兼任

北 海 道 3 0 0 0 0 1 7 8

青 森 県 1 1 0 0 0 0 0 1

岩 手 県 3 0 1 0 0 8 0 9

宮 城 県 2 0 0 0 0 10 0 10

秋 田 県 4 0 1 0 2 0 1 4

山 形 県 3 0 2 0 0 0 3 5

福 島 県 4 0 1 0 1 0 4 6

茨 城 県 2 1 0 0 0 0 4 5

栃 木 県 1 0 1 0 0 2 15 18

群 馬 県 8 1 3 1 1 9 10 25

埼 玉 県 8 0 0 0 0 5 35 40

千 葉 県 11 0 2 0 0 1 28 31

東 京 都 26 13 19 5 12 5 18 72

神奈川県 16 2 1 7 6 2 23 41

新 潟 県 5 0 3 0 1 0 5 9

富 山 県 3 0 7 0 1 0 1 9

石 川 県 4 1 2 0 4 0 2 9

福 井 県 1 0 0 0 0 0 3 3

山 梨 県 1 0 0 0 2 0 0 2

長 野 県 7 5 2 0 0 0 13 20

岐 阜 県 3 1 0 0 0 0 2 3

静 岡 県 14 5 7 3 1 2 21 39

愛 知 県 11 3 4 3 4 0 3 17

三 重 県 8 1 6 0 7 0 2 16

滋 賀 県 3 0 2 0 1 0 1 4

京 都 府 6 0 4 0 0 0 2 6

大 阪 府 21 2 13 17 3 2 13 50

兵 庫 県 20 2 11 4 2 6 29 54

奈 良 県 0 0 0 0 0 0 0 0

和歌山県 1 0 1 0 0 0 0 1

鳥 取 県 0 0 0 0 0 0 0 0

島 根 県 2 1 3 0 0 0 0 4

岡 山 県 4 4 0 0 1 3 1 9

広 島 県 3 0 0 0 0 0 4 4

山 口 県 0 0 0 0 0 0 0 0

徳 島 県 3 3 0 0 1 0 1 5

香 川 県 3 1 1 1 0 0 0 3

愛 媛 県 0 0 0 0 0 0 0 0

高 知 県 0 0 0 0 0 0 0 0

福 岡 県 10 5 2 0 3 0 14 24

佐 賀 県 0 0 0 0 0 0 0 0

長 崎 県 2 0 0 0 0 0 2 2

熊 本 県 2 0 1 3 0 0 1 5

大 分 県 0 0 0 0 0 0 0 0

宮 崎 県 0 0 0 0 0 0 0 0

鹿児島県 1 0 1 0 0 0 0 1

沖 縄 県 0 0 0 0 0 0 0 0

合 計 230 52 101 44 53 56 268 574

ボランティア等

日本語教育コーディネーター数

都道府県名
計

施設・団体数 常勤 非常勤
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